
筑後市新庁舎建設
新庁舎建設に向けた動き



はじめに

 



古くなった本庁舎機能の問題点①

耐震性の不備の詳細はこちら

維持管理費の増加の詳細はこちら

雨漏りの詳細はこちら

https://www.city.chikugo.lg.jp/var/rev1/0044/1678/1249259620.pdf
https://www.city.chikugo.lg.jp/var/rev1/0044/1678/1249259620.pdf
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https://www.city.chikugo.lg.jp/var/rev1/0044/1678/1249259620.pdf


古くなった本庁舎機能の問題点②

バリアフリーへの対応不足の詳細はこちら

庁舎の分散による窓口サービスや業務効率の低下の詳細はこちら

https://www.city.chikugo.lg.jp/var/rev1/0044/1678/1249259620.pdf
https://www.city.chikugo.lg.jp/var/rev1/0044/1678/1249259620.pdf
https://www.city.chikugo.lg.jp/var/rev1/0044/1678/1249259620.pdf


古くなった本庁舎機能の問題解決のための検討開始
        （平成26年度～平成29年度7月までの動き）

平成26年度に、副市長をトップとした内部組織の「筑後市庁舎のあり方
検討委員会」により、古くなった本庁舎機能の問題解決のため協議・検討
を開始しました。

平成28年度に、「筑後市庁舎のあり方基本構想」の策定に向けて業務委
託を行いました。また、有識者をはじめとする多方面の委員からご意見を
頂くため「筑後市庁舎のあり方検討推進会議」を設置し、協議・検討を開
始しました。

平成28年度に、市議会で「庁舎建設特別委員会」が発足、協議を開始し
ました。

平成29年7月に「筑後市庁舎のあり方基本構想」を策定しました。



庁舎建設事業 凍結（平成29年度末～平成31年度までの動き）

平成29年7月に「筑後市庁舎のあり方基本構想」を策定しましたので、次
の段階の「筑後市庁舎建設基本計画」を平成30年度に策定する予定でし
たが、庁舎建設特別委員会との協議・検討の末、財政面の理由から事業を
凍結（平成29年度末）することとなりました。

平成31年度より、庁舎建設事業の財政負担を軽減するため庁舎建設基金
として積み立てを開始しました。（積立目標額25億円）
平成30年度～平成31年度にかけて、本庁舎を耐震補強しました。

 これは、庁舎建設基金の積み立て額に一定の目途が立つまでの最低限度の
耐震補強であるため、震度6～7の地震が発生した場合、倒壊又は崩壊はしま
せんが、本庁舎自体は甚大なダメージを負うため庁舎内での業務は不可能と
なります。

凍結凍結による取り組み



庁舎建設事業 検討再開（令和5年度の動き）

令和5年4月に、庁舎建設事業を担う担当部署を設置し、検討を再開しま
した。

 再開した理由としては、庁舎建設基金が令和4年度末で28億円となり、財
源に一定の目途がたったためです。

令和5年9月議会にて、発注者支援業務委託（CM）と、凍結とともに見
送った庁舎建設基本計画策定業務委託等の補正予算を承認いただきました。

 ※発注者支援業務委託（CM）とは、コンストラクション・マネジメントの略で、庁舎
建設に関する経験と専門的知識であらゆる面から発注者を支援してもらえるものです。

令和6年3月に筑後市庁舎建設基本計画の業務を委託契約し、策定に向け
て協議・検討を開始しました。



建設地の選定（令和6年度の動き）①
令和6年6月全員協議会にて、建設地を現在地とする候補地Aと建設地を窓ヶ原公
園とする候補地Ｂを比較検討した資料を提示し、候補地Aの方が適している旨を
説明しました。   

   ▼現在地に新庁舎を建設した場合のイメージ図

  

比較検討した資料はこちら

https://www.city.chikugo.lg.jp/var/rev1/0044/1383/124924114434.pdf


建設地の選定（令和6年度の動き）②

令和6年7月29日～8月12日（2週間）に市民アンケートを実施しました。

 質問は全部で10問あり、質問6では、建設地について意見を伺いました。その結果、
「現庁舎敷地の方が適している」という市の考えを理解する方が85.7％となり、市の
考え方を理解しない方（6.2％）を大きく上回りました。

   ◎対象者数1578人、回答数621人、回収率39.4％ 市民アンケートの詳細はこちら

https://www.city.chikugo.lg.jp/shisei/_6154/_6165/_30558/_30576.html




それぞれの事務作業に適した多様な
スペースの活用で業務効率を図る。

DX化推進により、行政手続きは簡素化され、行政サービスは大きく変化します。そのことは、職員の働
き方も変えていく必要があり、今後は、様々な機能に特化した執務スペースを配置することで、職員間の
新たなコミュニケーションの方法を発掘し、事務の効率化を図っていきます。

執務席

自席を定めず課や

係単位で座るエリ

アを決めてグルー

プアドレスにより

チーム力を向上さ

せる。

DX化推進による今後の働き方

集中ブース

企画起案書やデータ

の編集業などにおい

て電話や来庁客対応

による中断がないよ

う集中環境を確保し

成果の質をあげる。

WEB会議室

増加するWEB会
議や今後ビデオ

通話機能を活用

した住民サービ

ス（相談等）に

も活用する。

少人数の打合せ

ノートPCやモニタ
ーなどで情報共有

しペーパーレスで

効率的な打ち合わ

せを更に充実させ

る。

ビジネスラウンジ

部門を超えたコミ

ュニケーションや

リラックスモード

での業務や作業場

と休憩などの場に

も活用する。

会議室

ICTの活用などに
よりペーパーレス

会議を実現する環

境を構築し、より

効率的な会議を実

現させる。

庁舎外

私有地の遊休スペースを活用

したサテライトスペースの検

討や在宅ワークの推進により

ワークライフバランスを充実

させる。



今の執務スペース 未来の執務スペース 

DX化推進により変化する庁舎内空間

DX化推進により、執務スペースはコンパクトになります。
一方、市民トラブルの相談等は、個人情報保護、プライバシー保護の観点から個別スペースの充実を図ります。



今後とも、より良い庁舎を目指し、
新庁舎建設に向けて検討して参ります。

ご閲覧ありがとうございました。


